
  

個別注記表 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法  

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法  

販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金 

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。 

(3)固定資産の減価償却方法  

 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（リース資産を除く） 

 

 

 

 

 

建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産

については定率法によっております。 

ただし、法人税法の改正に伴い、2016年4月1日以降に取得した建物

付属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ・・・・・・・・・・・・・・・ 2～50年 

構築物 ・・・・・・・・・・・・・・・ 2～30年 

機械及び装置 ・・・・・・・・・・・・・・・ 9～17年 

工具器具及び備品 ・・・・・・・・・・・・・・・ 2～20年 

 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（リース資産を除く） 

ソフトウェア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間

（5年）に基づく定額法によっております。 

 長期前払費用･･･・・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法によっております。 

(4)引当金の計上基準  

 貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

 賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業

年度に負担すべき額を計上しております。 

役員賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・ 役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

 退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給

付見込額の期間帰属方法、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費

用処理方法は以下のとおりです。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
数理計算上の差異は、5年による定額法により按分した額を発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。また、過去勤務費用につい

ては、5年による定額法により按分した額を発生した事業年度より費用処

理することとしております。 

 役員退職慰労引当金・・・・・・・・・・・・・ 役員の退職金の支払に充てるため、内規に基づく当事業年度末現在

の要支給額を計上しております。 

 (5)消費税等の会計処理 

固定資産に係る控除対象外消費税等については「長期前払費用」に計上し、5年間で均等償却を行っております。そ

の他の控除対象外消費税等については、当事業年度の期間費用としております。 

(6)収益及び費用の計上基準 

(ⅰ) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 



(ⅱ) 注文請負取引 
注文請負取引については、顧客との工事請負契約に基づき、受注した全ての工事を完了する履行義務を負ってお

ります。当該契約については、工事が完了した一時点で履行義務が充足されるものであると判断し、工事が完了し

た時点で収益を認識しております。  

（ⅲ）不動産販売取引 

不動産販売取引については、顧客との不動産売買契約に基づき、物件を顧客に引き渡す履行義務を負っておりま

す。当該契約については、物件が引き渡される一時点で履行義務が充足されるものであると判断し、顧客へ物件を

引き渡した時点で収益を認識しております。 

（ⅳ）不動産仲介取引 

不動産仲介取引については、顧客との媒介契約に基づき当該物件の契約成立及び引渡しに関する履行義務を負

っております。当該契約については、物件が引き渡される一時点で履行義務が充足されるものであると判断し、顧

客へ物件を引き渡した時点で収益を認識しております。 

（ⅴ）不動産賃貸取引 

不動産賃貸取引については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号）に基づき、賃貸借期間に

わたり収益を認識しております。 

 

(7)追加情報 

(保有目的の変更) 

前事業年度末において固定資産に計上していた土地591,990千円及び建物2,645,782千円を販売用不動産に振替

しております。 

また、前事業年度末において販売用不動産に計上していた土地106,878千円及び建物379,128千円を固定資産に

振替しております。 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

販売用不動産の評価 

（ⅰ）当事業年度の計算書類に計上した金額 
 （単位：千円） 

販売用不動産 33,799,942 

仕掛販売用不動産 2,575,213 

評価損計上額（売上原価） 330,559 

 

（ⅱ）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

販売用不動産について、期末における正味売却価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を正味売却価額ま

で減額し、当該減少額を評価損として計上しております。 

正味売却価額の算定に際しては、個別物件ごとの販売価格や将来の事業計画等に基づき、見積りを行っております。 

②主要な仮定 

正味売却価額の算出に用いた主要な仮定は将来獲得収益及び工事原価であり、物件の立地、規模、商品性、類似

不動産の取引事例、不動産市況等を踏まえ事業計画の見積りを行っております。 

③翌事業年度の計算書類に与える影響 

翌事業年度において、経済情勢や市況の悪化等により、主要な仮定に変化があった場合は、追加で評価損の計上

が必要となる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

３.貸借対照表に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額                                        8,475,387千円 

(2)関係会社に対する金銭債権債務  

関係会社に対する短期金銭債権       780,248千円 

関係会社に対する短期金銭債務 8,505,214千円 

関係会社に対する長期金銭債権 7,800千円 

関係会社に対する長期金銭債務 1,001,140千円 

 
４.損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高  

   営業取引によるもの  

 仲 介 手 数 料 収 入 40,519千円  

 不 動 産 賃 貸 収 入 401,415千円  

 不 動 産 管 理 収 入 96,436千円  

 その他 の営 業 収 入 1,197,493千円  

 販売用不動産売上原価 23,335千円  

 不 動 産 賃 貸 費 用 6,986,602千円  

 不 動 産 管 理 費 用 139,104千円  

 完成工事売上原価 9,727,102千円  

 その他 の営 業 費 用 303,916千円  

 販売費及び一般管理費 25,041千円  

   営業取引以外によるもの  

 固定資産購入取引 1,103,892千円  

 受 取 利 息 3,051千円  

 支 払 利 息 61,207千円  

 
５.株主資本等変動計算書に関する注記 
 発行済株式の種類及び総数 

 株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

 普通株式  14,566,093株  -  -  14,566,093株 

合計  14,566,093株  -  -  14,566,093株 

 


